
【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

35.3％ 目標値 45.0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年１ 回 目標値 年２ 回

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

2回 2回 2回 2回 2回 2回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
100人 目標値 260人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

(見込み）

95人 88人 104人 62人 71人 80人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年１ 回 目標値 年１ 回以上

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

(見込み）

1回 1回 1回 1回 1回 1回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

1

策定委員会の
意見

・ 障がいの特性や障がいのある 方の生活を広く 市民に知っても ら い、 地域の課題を 共有し 、 一緒に考える 機会と なる よ う な内容を検討し 実施し ていく 。

前年度の
課題と 方向性

・ 講座においては、 最近の社会情勢に沿っ た人権問題に焦点を あて、 市民を 対象と し た人権意識
向上のための学習機会を 提供し た。
・ 引き 続き 、 テーマや講師選定等を 工夫し ながら 、 人権週間（ 12/4～12/10） の前後に、 講座
や講演会を 開催する 。

〇市民人権講座（ 全3回　 ①職場のハラ ス メ ン ト ： 11/18、 ②外国人の人権： 12/3、 ③子ども ・ 子育ての人権： 12/17）
　 ①　 講師： 株式会社オグラ パート ナーズ代表取締役/公益財団法人人権教育啓発推進セン タ ー特任講師　 小倉 千尋　 氏　 参加者： 23名
　 ②　 講師： 宇都宮大学留学生・ 国際交流センタ ー非常勤講師　 北村 優子　 氏　 参加者： 34名
　 ③　 講師： 宇都宮大学共同教育学部／地域創生科学研究科 教授　 石川 由美子　 氏　 参加者： 29名
○人権教育講演会「 セカン ド チャ ン ス を目指し て～再出発を後押し する 社会に～」 　 主催： 市・ 市教育委員会
　 開催日： 11/22　 　 場所： 石橋体育セン タ ー
　 講師： 株式会社山口達也　 代表取締役　 山口　 達也　 氏　 参加者： 642名

・ 講座においては、 最近の社会情勢に沿った人権問題に焦点を あて、 市民を対象と し た人権意識向上のための学習機会を提供し ていく 。
・ 引き 続き 、 幅広い世代に興味をも っ ても ら える よ う 、 テーマや講師選定等を工夫し ながら 、 人権週間（ 12/4～12/10） の前後に、 講座や講演会を開催する 。

主な
事業の
状況

策定委員会の
意見

策定委員会の
意見

今後、 認知症サポータ ーについてさ ら なる 周知を図る と と も に、 未受講の企業・ 団体
等を調査の上受講勧奨を 積極的に進め、 チームオレ ンジし も つけ登録者数増につなげ
ていく 。 登録者を増やすこ と によ り 、 認知症を自分ごと と し てと ら え、 認知症になっ
ても 住み慣れた地域で安心し て生活でき る 地域づく り につなげていき たい。

・ 認知症サポータ ー養成講座　 開催団体7、 受講者221人、 サポータ ー累計10,620人
・ 認知症サポータ ース テッ プアッ プ講座　 開催1回人（ チームオレ ンジし も つけへの登録者12人）

・ 認知症になっても 住み慣れた地域で安心し て生活でき る 地域をつく る ためには、 認知症を自分ごと と し てと ら え認知症に対する 正し い理解と 地域の支え合いが必要と なる 。 そのため
に、 認知症サポータ ー養成講座をはじ めと し た講演会や広報、 ホームページ等で周知啓発を行っ ていく 。

多様性を 認め合う 意識の醸成　 （ 計画書P47）

主な
事業の
状況

市民人権講座・ 人権教育講演会 生涯学習文化課

・ 人権週間の前後に人権に関する 講座や講演会を行い、 人権意識の醸成を図り ま す。
・ 社会情勢に沿っ たテーマの設定や講師の選定によ り 、 幅広い世代に興味をも っ ても ら える よ う な講演会を開催し ま す。

市民人権講座の開催回数

実績

・ 社会の課題と なっている 様々な人権問題に焦点をあ て、 市民の人権意識向上のために人権週間（ 12/4～12/10） の前後に人権講座を 開催する 。
　 市民人権講座(全３ 回)： 開催日未定

【 令和6年度から し も つけ福祉塾→障がい福祉セミ ナーと し て一本化】
①6月6日に、 令和6年4月の改正障害者差別解消法施行によ り 、 事業者によ る 障害のある 人への合理的配慮の提供が義務化さ れたこ と を 踏ま え、 改めて行政機関と し て求めら れる 役割に
ついて、 総務人事課と 協働で計画し 障がい福祉セミ ナーを実施。 対象者は、 市職員・ 商工会・ 市内施設従事者等で、 内容は共生社会の実現に向け障害者差別解消法における 「 不当な差
別的取扱い」 の禁止と 、 「 合理的配慮の提供」 の必要性、 「 建設的対話」 について学んだ。
②障害者週間（ 12月3日～9日） に合わせ、 12月3日に障がい福祉セミ ナーを実施。 障がいのある 方のご家族を対象に「 親なき 後の心配と 安心」 ～成年後見制度で準備でき る こ と ～と 題
し て実施。

認知症や障がいについて学ぶ機会の充実　 （ 計画書P47）

主な
事業の
状況

認知症サポータ ー養成講座 高齢福祉課

・ 認知症サポータ ー養成講座を、 一般市民や各種団体（ 学校や事業所、 地域ふれあいサロ ンなど ） を対象に実施し ま す。
・ 認知症サポータ ース テッ プアッ プ講座を開催し 、 受講者をシルバーサポータ ーと し て登録する と と も に、 「 チーム オレ ンジし も つけ」 の結成につなげる など、 着実な普及啓発を 図り
ま す。

チーム オレ ン ジし も つけ登録者数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 障がい福祉セミ ナーに一本化し て実施する 。

・ 市民向け認知症サポータ ー養成講座を2回開催予定。 併せて希望のあっ たグループや団体に対し て認知症サポータ ー養成講座を 開催する 。
・ 認知症サポータ ース ッ テッ プアッ プ講座を 1回開催予定。 併せてチーム オレ ンジし も つけの登録を 周知し ていく 。
・ チーム オレ ンジし も つけの交流会や研修会を開催予定。

し も つけ福祉塾の開催回数

実績
前年度の

課題と 方向性
地域の課題を 踏ま えながら 内容を 検討し 実施し ていく 。

基本目標 １  地域福祉を担う 人づく り

施策 １ 　 支え合い助け合う 意識の醸成

成果指標 地域の人々が支え合いに積極的だと 思う 割合

具体的取組

【 重点】 　 地域のつながり を 大切にする 意識の醸成　 （ 計画書P46）

し も つけ福祉塾 社会福祉課

・ 誰も が助け合い安心し て暮ら し ていける 地域を目指し て、 市民と 関係機関がと も に 学ぶ機会を「 し も つけ福祉塾」 と し て開催し ま す。
・ 地域課題や社会情勢に合わせ、 つながり の希薄化など地域で課題と なっている こ と をテーマと し た開催も 検討し ま す。

資料 １－２



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

38 .8％ 目標値 50 .0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
令和４ 年度開設の
た め実績値無し

目標値
【 修正】 年24,000
人⇒累計24,000人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

無し 7,086 18,004 30,620 44,415 58,000

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
未掲載 目標値 年２ 回

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

未掲載 2回 3回 4回 8回 8回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
62.5％ 目標値 67.0％

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

62.5% 62.1% 61.1% 60.3% 58.9% 58.2%

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 常設の相談窓口や定期開催の相談会のほか、 居場所づく り のための取り 組みについて広報を利用し て周知する 。

・ 引き 続き 市民活動の活性化と 登録団体の増加につながる よ う 、 登録団体の活動支援及び団体相互の交流支援を行う と と も に、 更なる センタ ーの周知に努める 。

・ 自治会長を対象と し た研修会を 実施し 、 悩みや課題の共有、 自治会加入促進策の啓発を行う 。 ま た、 自治会加入率を 維持する ため、 転入者への自治会加入促進を図る 。

策定委員会の
意見

策定委員会の
意見

地域活動に対する 関心の醸成　 （ 計画書P49）

策定委員会の
意見

主な
事業の
状況

「 広報し も つけ」 への地域福祉に関する 内容の掲載 社会福祉課

・ 「 広報し も つけ」 に地域共生社会に関する 内容を掲載する こ と で、 情報提供の機会の充実を図り ま す。
・ 誰も が読みやすい広報紙の記事づく り を通し て、 情報提供の推進を図り ま す。

「 広報し も つけ」 への地域共生社会に関する 内容の掲載回数

実績

2

自治会に関する 情報の提供　 （ 計画書P49）

主な
事業の
状況

自治会に関する 情報の提供 市民協働推進課

・ 自治会の活動内容を ホームページに掲載し 周知を図り ま す。
・ 転入者に窓口で自治会加入案内を配付し 、 自治会に関する 情報を 提供し ま す。

自治会への加入率

実績
前年度の

課題と 方向性

高齢化や役員負担を 理由に自治会を 退会する 人が増加し ている こ と が共通の課
題と し て浮き 彫り と なり 、 役員負担の軽減や、 世帯状況に応じ た役員免除規定
の採用等、 引き 続き 専門講師を 迎えた研修会を 開催する など し て、 自治会加入
促進策、 つなぎ止めの手法を 啓発し ていく 。

・ 地域活性化・ ま ちづく り に造詣の深い講師を招いて、 自治会長を 対象と し た研修会を開催し 、 講師によ る 講演と 自治会長間の意見交換を行った。 各自治会で抱えている 悩みや課題の
共有ができ たこ と や、 参考と なる アド バイ ス をいただけたと 、 参加者から はおおむね好評を得た。

・ 高齢化や役員負担を 理由に自治会を退会する 人が増加し ている こ と が共通の課題と し て浮き 彫り と なり 、 役員負担の軽減や、 世帯状況に応じ た役員免除規定の採用等、 引き 続き 専門
講師を迎えた研修会を 開催する など し て、 自治会加入促進策、 つなぎ止めの手法を 啓発し ていく 。

前年度の
課題と 方向性

相談窓口や共生社会に関する 記事を 掲載し 、 現在の取組状況につい
ての情報提供を 図り ながら 、 地域活動に対する 関心を 高めていく 必
要がある 。

・ 地域共生社会の推進に向けた取り 組みと し て、 地域食堂開設講座・ 学びの場開設講座、 地域こ ど も 食堂の開催状況について掲載し た。 ま た、 福祉ま る ごと 相談窓口や月1回開催の
「 ひき こ も り ・ 不登校相談回」 「 成年後見制度なんでも 相談会」 についても 周知し 、 情報提供の推進を図った。

・ 誰も が利用でき る 相談窓口と し ての「 福祉ま る ごと 相談窓口」 や各種相談会について、 広報等のメ ディ アを利用し て引き 続き 周知し ていく 。 地域活動を促進する 取り 組みについて情
報提供し 、 地域共生社会において重視さ れる 、 地域の中での人と 人と のつながり に対する 市民の関心を高めていく 必要がある 。

成果指標 地域福祉の推進に市民の参加・ 協力が必要なこ と を 知っ ている 割合

具体的取組

【 重点】 　 地域活動への参加につながる 情報の提供　 （ 計画書P48）

主な
事業の
状況

市民活動センタ ー運営【 新規】 市民協働推進課

・ 自治体運営の原則など を定めた自治基本条例の基本理念である 「 市民と の協働によ る ま ちづく り 」 を推進する ため、 市内の地域課題解決を目的と し た活動に取り 組む団体等を総合的
に支援する 拠点施設と し て、 令和４ 年度から 市民活動センタ ーを開設し ま す。

市民活動センタ ーへの来館者数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 指定管理者と 連携し て市民活動セン タ ーについて広く 周知を 行い、 セン タ ー
の設置目的や機能について市民の理解を 深める と と も に、 登録団体等数の増を
図る 。
・ セン タ ー事業の実施や登録団体事業のPR等によ り 市内における 市民活動の活
性化を 図る 。

・ 令和8年3月末現在、 登録団体等の数は153件と なった。
・ 市民活動に関する 講座の開催のほか、 し も ぷら フ ェ ス タ や団体交流会を実施する など 登録団体間の連携と 交流を 深めた。

・ 指定管理者と 連携し て市民活動センタ ーについて広く 周知を行い、 センタ ーの設置目的や機能について市民の理解を 深める と と も に、 登録団体等数の増を図る 。
・ センタ ー事業の実施や登録団体事業のPR等によ り 市内における 市民活動の活性化を図る 。

基本目標 １  地域福祉を担う 人づく り

施策 ２ 　 地域活動への参加促進に関する 意識の醸成
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現状値
（ 策定時）

15.7％ 目標値 25.0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
67人 目標値 84人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

68人 68人 71人 71人 74人 74人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
74講座 目標値 80講座

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

15講座 16講座 17講座 19講座 ー ー

実施
内容

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
19,100件 目標値 19,600件

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

3,183件 3,003件 2,651件 3,207件 2,511件 2,800件

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

策定委員会の
意見

3

自治会や地域コ ミ ュ ニティ で活躍する 人材への支援　 （ 計画書P51）

主な
事業の
状況

民生委員児童委員活動事業 社会福祉課

・ 民生委員・ 児童委員を 通し て地域住民への相談援助や福祉サービ ス についての情報提供など を 的確に行える よ う 、 研修会や勉強会を 開催し ま す。
・ 高齢者や障がい者への自宅訪問の際など に、 カード やチラ シを 配布し 民生委員・ 児童委員の役割や活動について周知を 図り ま す。

民生委員・ 児童委員が受けた相談件数（ ５ か年累計）

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 一斉改選を迎える ため、 新任の委員がス ムーズに活動を行える よ う 研修会等
を通し て相談援助や福祉サービ ス についての情報共有を行う 。
・ 広報活動を行い、 民生委員の存在や活動内容について市民に周知を図る 。

・ 新任委員への研修会実施や、 定例会において協議会内で作成し た活動ガイ ド ラ イ ン を 活用し た勉強会を 実施し 、 委員活動の基本について理解を 深める こ と ができ た。 ま た、 一斉改
選に伴い、 広報で民生委員の役割及び委員一覧を 掲載する こ と で周知を 図っ た。

・ 引き 続き 、 勉強会や研修会等を 行う と と も に、 継続と なっ た先輩委員によ る サポート など も 行いながら 、 活動１ 年目と なる 新任委員の委員活動の支援を 行う 。

策定委員会の
意見

ボラ ンティ アで活躍する 人材への支援　 （ 計画書P51）

策定委員会の
意見

・ 引き 続き 、 民生委員の資質向上を 目的と し て、 研修会や定例会での勉強会等を 実施し ていく 必要がある 。
・ 本市に限ら ず、 全国的に民生委員のなり 手不足が深刻化し ている 。 なり 手の確保や欠員地区の解消に向け、 民生委員の役割ややり がい等について、 広く 市民に周知を 図る 必要があ
る 。

主な
事業の
状況

ボラ ンティ ア等の育成及び活動と のマッ チング 生涯学習文化課

・ ボラ ン ティ ア 入門講座や団体活動支援講座等を 実施し 、 地域活動に主体的に関わる ボラ ン ティ ア等を 育成する こ と で、 活動へと つなげていき ま す。

生涯学習ボラ ンティ ア自主企画講座の開催回数（ ５ か年累計）

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 引き 続き 養成講座等の開催を通じ 、 生涯学習ボラ ンティ アを育成・ 発掘、 支
援し ていく 。
・ 保育園や児童館などを訪問し ボラ ンティ ア登録者の紹介やボラ ンティ ア派遣
の周知に努める 。 今後も 周知を図る と と も にボラ ンティ アによ る 自主企画の開
催を支援し ていく 。

・ 実施なし 。

・ 生涯学習情報セン タ ーの廃止に伴い、 令和7年度から 生涯学習ボラ ン ティ アバン ク の機能を 市民活動セン タ ーに移行。

成果指標 今後地域活動に取り 組んでいき たい割合

具体的取組

地域の様々な活動を 通し て支え合う 人材の育成　 （ 計画書P50）

主な
事業の
状況

ファ ミ リ ー・ サポート ・ センタ ー事業 子育て応援課

・ フ ァ ミ リ ー・ サポ ート ・ セン タ ーは、 会員によ る 子育ての相互援助活動を 行う 組織です。 依頼会員（ 子育ての手助け をし て欲し い人） のニーズや条件にあっ た子育て支援ができ る
よ う 、 提供会員（ 子育てのお手伝いを し たい人） の確保を 図り ま す。

ファ ミ リ ー・ サポート ・ センタ ーの提供会員数

実績
前年度の

課題と 方向性

提供会員数が横ばいと なっている が、 今後利用ニーズの増加が見込
ま れる ため、 引き 続き 事業の周知啓発を図る と と も に、 提供会員の
新規確保に努めていく 。

・ 子育ての応援を 受けたい方（ 依頼会員） と 、 子育ての応援を し たい方（ 提供会員） の効率的な橋渡し を 行い、 地域において子育てを 支え 合う 体制を 充実さ せる こ と によ り 、 保護者
が仕事と 育児を 両立でき る 環境の整備に寄与し た。 ま た、 各公共施設の窓口に広報用リ ーフ レ ッ ト 及び会員募集のチラ シを 配置し たほか、 新任民生委員の研修やボラ ン ティ アセン
タ ー活動など の場で事業の説明を 行う など 、 周知啓発に努めた。 事業を 市社会福祉協議会に業務委託し 、 事業の円滑化・ 活性化・ 効率化を 図っ た。

・ 働き 方の多様化によ り 利用ニーズの増加が見込ま れる 一方で、 提供会員の高齢化やシニア層の就労増加など 、 提供会員の確保が課題と なっ ている 。 引き 続き 事業の周知啓発を 図
り 、 提供会員の新規確保に努めていく 。

・ 事業の周知のための広報事業について、 ホーム ページやSNSでの発信及び各団体等を 通し ての啓発を 継続的に行う など 提供会員の確保に努める 。 依頼会員が安心し て事業の利用がで
き る よ う 事業運営の安定化を 図る 。

基本目標 １  地域福祉を担う 人づく り

施策 ３ 　 地域で主体的に活動する 人材の育成



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

32.1％ 目標値 20.0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
未整備 目標値 １ か所

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

未整備 未整備 未整備 未整備 5か所 5か所

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年１ 回 目標値 年１ 回以上

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

1回 1回 1回 1回 1回 1回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 下野市ふれあい学習推進委員会の開催
・ 公民館ま つり の開催【 ３ 公民館】
・ 各公民館にて市民団体や自主サーク ルを講師と し て下記の講座を 開催予定
　 【 国分寺公民館】 「 小学生ゴーゴ ー学び塾　 将棋こ ども 教室・ 自然のたのし さ 伝え隊」 「 寿大学～みんなで～、 楽し く 、 学びあい」
　 【 石橋公民館】 「 こ ど も ク ラ ブ２ 　 めざせ！サイ エンス Dr.」 「 ハン ディ キャ ッ プをも つ方のお楽し み教室2026」
　 【 南河内公民館】 「 親子で体験！2026」 「 ガッ テン！科学の芽2026」

4

策定委員会の
意見

地域で活動し やすい場づく り の推進　 （ 計画書P53）

策定委員会の
意見

主な
事業の
状況

学習成果を 活かし た地域での活躍の場づく り  生涯学習文化課

・ 学校支援ボラ ン ティ アを はじ め、 市民やサーク ル・ 団体がも つ知識、 経験、 技能などを 活用し た様々な自主的な地域活動への支援を推進し ま す。
・ 各種団体活動の成果発表の場の充実を図る と と も に、 学習成果の社会還元を推進する ために必要な支援を行いま す。

各種団体活動の成果発表の場の開催

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 学校と 連携を 図り ながら 、 今学校が何を 求めている か、 必要な人材の育成・
発掘を 行い支援し ていく 。
・ 公民館講座の講師と し て、 市内活動団体や公民館自主サーク ルを 活用し てい
く 。
・ 公民館自主サーク ル等の活動成果の発表の場と し て「 公民館ま つり 」 を 開催
する

・ 学校長代表や地域連携教員、 学校運営協議会委員、 地域学校協働活動推進員で構成する 「 ふれあい学習推進委員会」 にて、 学校支援ボラ ン ティ アバンク およ び地域学校協働本部につ
いて説明し た。
・ キャ リ ア教育に必要な多種多様な職業人の人材発掘に努めた結果、 多く の学校から 要請を受け、 職業人講話や読み聞かせ、 伝統文化体験など積極的に開催する こ と ができ た。
・ 団体活動の成果発表の場である 「 公民館ま つり 」 を 開催し た。 【 4公民館】
・ 国分寺公民館講座「 ふく べ細工教室」 「 小学生ゴーゴー学び塾　 将棋こ ども 教室・ 自然のたのし さ 伝え隊」 で市民団体や自主サーク ルが講師と し て活躍し た。 （ 下野かんぴょ う ・ ふ
く べ振興の会、 下野市将棋愛好会、 下野市自然に親し む会）
・ 石橋公民館講座「 こ ど も ク ラ ブ1　 ちびっこ 料理教室」 「 こ ど も ク ラ ブ2　 めざせ！サイ エンス Dr.」 「 ハンディ キャ ッ プをも つ方のお楽し み教室」 等で市民団体や自主サーク ルが講師
と し て活躍し た。 （ 家庭教育オピニオンリ ーダー青い鳥、 下野市自然に親し む会、 Ｓ ｈ ｉ ｎ ｙ ☆Ｓ ｔ ｏ ｎ ｅ ）
・ 南河内公民館講座「 も みも み蒸し パンでつながる 親子の輪」 「 ガッ テン！科学の芽2025」 「 親子で体験！2025」 「 ミ ニコ ンサート in下野2025」 等で市民団体や自主サーク ルが講師
と し て活躍し た。 （ 家庭教育支援チームひばり 、 下野市自然に親し む会、 琴邦会、 アンサンブル・ ギオーネ、 し も つけウ イ ン ド オーケス ト ラ ）

・ 学校と 連携を図り ながら 、 現在のニーズに合った必要な人材の育成・ 発掘を行い支援し ていく 。
・ 公民館講座の講師と し て、 市内活動団体や公民館自主サーク ルを 活用し ていく 。
・ 公民館自主サーク ル等の活動成果の発表の場と し て「 公民館ま つり 」 を開催する

成果指標 団体調査「 地域の中で気軽に集ま れる 場が少ない」 の割合

具体的取組

【 重点】 　 誰も が参加し やすい地域の場の充実　 （ 計画書P52）

主な
事業の
状況

分野を 限定し ない居場所づく り 【 新規】 社会福祉課

・ 誰も が気軽に参加でき る 、 対象を 限定し ない居場所づく り を 通し て、 地域の様々な年代や属性の方同士のつながり づく り を 図り ま す。

分野を 限定し ない居場所数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 世代を 超えてつながる 場が広がっ ていく よ う 、 市内の公民館やコ ミ ュ ニティ
セン タ ーを 活用し ながら 開設講座を 開催し 、 居場所づく り のサポート を 進めて
行き ま す。

・ 地域こ ども 食堂を開催する 団体が5か所新たにでき た。 市では、 こ ど も から 高齢者ま で世代や属性を問わず住民同士が交流でき る 地域の居場所づく り のサポート と し て、 「 地域食堂
開設講座」 「 学びの場開設講座」 を 開催し た。 ま た、 団体が立ち上がっ ていない地区をタ ーゲッ ト と し て、 担い手発掘を目的に地域こ ども 食堂を計2回開催し た。

・ 地域に誰も が参加でき る 居場所が増えていく よ う に、 開設講座等によ り 居場所づく り を サポート する と と も に、 既存の団体が抱える 課題に対する 支援も 検討し ていく 必要がある 。

・ 二つの講座及びお試し の地域食堂を 開催し 、 居場所づく り のサポート を行う 。

基本目標 ２  支え合いの輪が広がる 地域づく り

施策 １ 　 地域共生の場づく り の推進



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

0 目標値
11種でいずれ

も 増加

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
66 件 目標値 76件

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

10件 14件 25件 34件 47件 59件

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
65 人 目標値 75人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

63人 51人 75人 44人 38人 35人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
２ 団体 目標値 ２ 団体以上

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

2団体 1団体 1団体 1団体 1団体 1団体

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 令和8年度についても 引き 続き 新規ボラ ン ティ ア を 募集し ていく と と も に、 ボラ ン ティ ア 団体の活動支援を 行っ ていく 。
・ 下野薬師寺歴史館では、 下野薬師寺ボ ラ ン テ ィ ア の会に南河内小中学校のエゴ マ栽培体験支援や9 /26（ 土） 開催予定のエゴ マ灯明の会の 共同運営、 体験講座、 下野薬師寺跡梅ま つり で 解説等の支援を
依頼予定。
・ し も つけ 風土記の丘資料館では、 文化財観晃ボ ラ ン テ ィ ア に花ま つり 期間中の受付・ 解説や体験講座の支援を 依頼予定。 ま た 、 歴史講座を 通し て 受講者にボ ラ ン テ ィ ア 活動に参加する き っ かけ づく り
を 行い新た なボ ラ ン テ ィ ア の育成に努め ていく

・ 社会教育関係団体の支援を 通じ て、 青少年健全育成活動を 推進する 。
　 【 社会教育関係団体補助金】 対象予定： 下野市子ど も 会育成会連絡協議会

策定委員会の
意見

5

生涯学習分野と 連携し た地域福祉の推進　 （ 計画書P55）

主な
事業の
状況

社会教育関係団体の支援 生涯学習文化課

・ 社会教育事業を 計画的かつ継続的に実施し 、 その効果が期待でき る 団体を 社会教育関係団体と し て、 補助金交付や自主活動の後方支援を 行いま す。

補助対象と なる 社会教育団体数

実績 前年度の
課題と 方向性

引き 続き 、 補助金交付等を通じ 、 地域での社会教育を担う 社会教育
関係団体を支援する 。

【 補助金交付実績】
・ 下野市子ど も 会育成会連絡協議会（ 66千円） ： 地区子連（ 国分寺地区子ど も 会連合会） への支援金を 通じ た青少年健全育成活動

策定委員会の
意見

地域資源を活かし た地域活動の推進　 （ 計画書P55）

策定委員会の
意見

・ 引き 続き 、 補助金交付等を 通じ 、 地域での社会教育を 担う 社会教育関係団体を 支援する 。

主な
事業の
状況

文化財愛護ボラ ンティ アの養成・ 活動支援 文化財課

・ 文化財を 活かし た地域づく り には、 市民と の協働が欠かせないこ と から 、 文化財観晃ガイ ド 養成講座等を 開催し 、 ボラ ン テ ィ アの養成を 図り ま す。

文化財ボラ ンティ アの会員数

実績 前年度の
課題と 方向性

コ ロ ナ禍によ る 活動停滞によ っ て、 下野薬師寺ボラ ン ティ アの会、 文化財観晃
ガイ ド ボラ ン ティ ア の会員数が大幅に減少し てし ま っ たこ と から 、 令和7年度
も 引き 続き ボラ ン ティ ア を 募集し ていく と と も に、 ボラ ン ティ ア 団体の活動支
援を 継続し ていく 予定である 。

・ 下野薬師寺歴史館では、 下野薬師寺ボラ ン ティ ア の会（ 会員23名） に南河内小中学校のエゴ マ栽培体験の支援、 エゴ マ灯明の会の市と の共同運営、 体験講座の支援、 ま た下野薬師寺
梅ま つり など での解説や体験講座など を 依頼し た。
・ し も つけ風土記の丘資料館では、 文化財観晃ガイ ド ボラ ン ティ ア（ 会員15名） に花ま つり 期間中の受付・ 解説や体験講座のサポート など を 依頼し た 。

・ 会員の高齢化によ り 、 下野薬師寺ボラ ン ティ アの会、 文化財観晃ガイ ド ボラ ン ティ アの会員数は年々減少し ている 。

成果指標 取り 組んでいる 地域活動の割合

具体的取組

多分野にわたる 地域活動の活性化　 （ 計画書P54）

主な
事業の
状況

市民活動補助事業 市民協働推進課

・ 市民団体が自発的に行う 公益性の高いま ちづく り 活動に対し て補助金を 交付し 、 それら の活動を 支援し ま す。
・ 地域コ ミ ュ ニティ づく り や世代間交流、 ス ポーツ など 多分野にわたる 活動について補助を 行い、 地域活動を 促進し ま す。

市民活動補助事業の採択件数（ ５ か年累計）

実績 前年度の
課題と 方向性

・ 補助事業年度の終了後も 団体が継続し て活動でき る よ う 支援し て
いく 。 ま た、 補助期間中に事業が実施不能と なら ないよ う 支援を行
う 。

・ 書類およ び選考会によ る 審査のう え地域交流や文化振興、 子ど も の健全育成や食育に関する 活動など 13件の事業を 採択し た。 う ち8件が昨年度から の継続、 5件が新規事業であり 、
多種多様な事業が実施さ れた。 ま た、 1団体が補助事業を 卒業し 自主活動へ移行し た。

・ 補助事業年度の終了後も 団体が継続し て活動でき る よ う 支援し ていく 。 ま た、 補助期間中に事業が実施不能と なら ないよ う 支援を 行う 。

・ 引き 続き 補助事業の実施によ り 新規設立の市民活動団体が抱える 経済的負担を 軽減する と と も に、 市民活動の活性化と 多様な主体の連携・ 協働を 促進する 。

基本目標 ２  支え合いの輪が広がる 地域づく り

施策 ２ 　 多分野の連携によ る 活躍の場の創出



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

①49.3％
②26.9％

目標値
①40.0％
②35.0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年80回 目標値 年180回

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

95回 132回 126回 218回 170回 200回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
27事業所 目標値 35事業所

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

27事業所 28事業所 29事業所 31事業所 32事業所 32事業所

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年１ 回 目標値 年１ 回以上

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

1回 2回 3回 5回 7回 7回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 地域全体で高齢者を 見守る た めのネッ ト ワ ーク づく り に取り 組む。
・ 高齢者見守り ネッ ト ワ ーク 事業推進研修会を 実施する 。

・ 引き 続き 、 令和７ 年度同様に積極的に啓発活動を 実施する 。

策定委員会の
意見

6

[再犯防止推進計画]犯罪をし た人等の社会復帰を 支える 取組の充実　 （ 計画書P57）

主な
事業の
状況

社会を明る く する 運動 社会福祉課

・ 保護司、 更生保護女性会を 中心に関係機関で構成さ れた 「 社会を 明る く する 運動推進委員会」 と 連携し 、 街頭での周知活動や講演会、 学校訪問等を 通し て、 更生保護の啓発活動を 推
進し ま す。

更生保護に関する 啓発活動の実施回数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 引き 続き 広報活動や街頭啓発活動の開催など を 通し て、 市民に対し て更生保
護の周知を図る 。
・ 講演会については、 よ り 多く の市民が参加し 社会を明る く する 運動について
理解し ても える よ う 、 最適なテーマや講師を 選定する 必要がある 。

・ 更生保護や社会を 明る く する 運動の啓発活動と し て、 ①社会を 明る く する 運動内閣総理大臣メ ッ セージ伝達式・ 講演会の開催、 ②街頭啓発活動の実施、 ③市立学校を 訪問し 、 啓発品

の配布と 作文コ ン テス ト の実施、 ④市内公共施設における 懸垂幕、 のぼり 旗、 ポス タ ー等の掲示、 ➄広報紙・ ホ ーム ページ・ 市民向けメ ール等によ る 情報発信、 ⑥FMゆう がおでの啓発

活動、 ⑦市内イ ベン ト での啓発活動を 実施し た。

策定委員会の
意見

課題を抱える 人に気づき 支える ネッ ト ワ ーク の充実　 （ 計画書P57）

策定委員会の
意見

・ 更生保護事業を 支えて いる 保護司や更生保護女性会等の更生保護ボラ ン ティ ア の担い手や会員が減少傾向にあ る 。 更生保護の認知度を 高める と と も に、 更生保護ボラ ン ティ ア の存在
を 広く 知っ ても ら い、 担い手や会員の確保を 目指す必要があ る 。

主な
事業の
状況

高齢者見守り ネッ ト ワ ーク 高齢福祉課

・ 地域で活動する 団体や企業、 高齢者と 接する 機会を 有する すべての関係者が連携し て、 地域社会全体で高齢者を 見守る た めのネッ ト ワ ーク づく り に取り 組み、 拡大を 図り ま す。
・ 事業推進研修会を 毎年度開催し ま す。
・ 自治会と 連携を 図る な ど 、 地域全体で見守る 基盤づく り を 推進し ま す。

高齢者見守り ネッ ト ワ ーク 協定事業所数

実績
前年度の

課題と 方向性
研修会で話し 合いたこ と や、 今後知り たいこ と などのアンケート を
行ったので、 結果を も と に研修内容を検討する 。

・ 令和7年度中に新規協定2事業所、 協定の辞退が1事業所あ っ た 。
・ 令和8年1月16日、 高齢者見守り ネッ ト ワ ーク 事業推進研修会を 開催し 、 協定事業所ほか民生委員児童委員など 計37名が参加し た。 研修会では、 高齢者に異変を 感じ た場合の対応に
ついて、 事例紹介や対応の確認を 行っ た。

・ 高齢者人口が今後も 増加が見込ま れる 中で、 地域社会全体で高齢者を 見守る 環境を 整え る こ と が課題であ る 。 引き 続き 、 よ り 多く の団体や企業に協力を いただき 、 高齢者を 見守る
ネッ ト ワ ーク づく り に取り 組む。

成果指標 ①地域で課題を 抱える 世帯がある か「 わから ない」 の割合
②犯罪を し た人の立ち直り に協力し たいと 思う 割合

具体的取組

【 重点】 　 身近な地域で支え合う こ と ができ る 体制・ 基盤の整備　 （ 計画書P56）

主な
事業の
状況

生活支援体制整備事業 高齢福祉課

・ 地域包括支援セン タ ーと の連携を 強化し 、 個別ケ ース から みえてく る 地域課題の把握と 解決に必要な社会資源の開発を 検討し ま す。
・ 第１ 層協議体の委員であ る 関係機関と の協力、 協議を 通じ て資源開発等に取り 組みま す。
・ 地域資源の情報収集を 通し て 、 第２ 層生活支援コ ーディ ネータ ーの地域への関わり の強化を 図り ま す。

第２ 層生活支援コ ーディ ネータ ーの地域活動回数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 生活支援コ ーディ ネータ ーによ る 訪問で把握し た地域の課題について、 今後
取り 組み方法を 関係機関と 連携し て対策を 検討し ていく 。
・ 把握し た地域資源や開発し た社会資源について、 活用に向け関係機関と 周知
を 図っ ていく 。

・ 令和6年度から 地域活動回数が減少し た理由に、 2層SCが1名欠員し ていたこ と が理由にあ る 。
・ 生活支援コ ーディ ネータ ーが地域資源を 把握する 為に、 地域ふれあ いサロ ン や老人ク ラ ブ、 自治会、 民生委員児童委員協議会、 地域ケ ア 会議等に参加し 、 ニーズ 調査や事業説明（ サ
ロ ン や助け合い・ 支え合い活動の啓発） を 行っ た。 ま た、 第2層協議体のおいて社会資源の開発に努めた。
・ 移動販売の運行ルート を 検討する ために地域のニーズを 把握し 、 高齢者の買い物支援につなげた 。

・ 市民のニーズを 抽出し 社会資源の開発・ 地域の助け合いを 推進し ていく 。
・ 共生社会に向け て、 関係機関や民間企業と も 連携し て いく 。

・ 令和8年度は、 「 地域の関係性づく り 」 と 「 居場所づく り 」 を 目標と し ている 。 そのために引き 続き 、 2層協議体で地域のニーズ を 抽出し 資源開発につなげていく 。

基本目標 ２  支え合いの輪が広がる 地域づく り

施策 ３ 　 課題を 抱える 人を みんなで支える 地域の実現



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

22 .4％ 目標値 10 .0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
11団体 目標値 20団体

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

11団体 13団体 13団体 15団体 15団体 20団体

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
487人 目標値 490人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

487人 542人 440人 396人 385人 377人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年１ 回 目標値 年１ 回以上

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

1回 0回 1回 1回 1回 1回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 「 下野市通学路交通安全プロ グラ ム」 に基づき 、 警察署・ 道路管理者・ 教育委員会等が一堂に会し 、 危険個所の情報共有化や計画的な整備を行う 。
・ 登下校時の交通事故や犯罪など から 子ど も たちを守る ため、 学校関係者や保護者、 地域の人的資源を活かし たス ク ール・ ガード によ る 支援や、 教育委員会等によ る 青色防犯パト ロ ー
ル（ 自動車に青色回転灯を 装備し て、 地域の防犯のために自主的に行う パト ロ ール） を実施する 。

・ 引き 続き 、 制度の変更内容を反映し 、 内容をアッ プデート し た令和8年度版を発行する と と も に、 周知を図り 活用を促し ていく 。

策定委員会の
意見

7

福祉に関する 情報提供　 （ 計画書P59）

主な
事業の
状況

保健福祉ガイ ド ブッ ク の発行 社会福祉課

・ 各種福祉サービ ス や健康・ 福祉・ 育児等に関する 情報について、 内容や相談窓口等をわかり やすく 紹介し ま す。

保健福祉ガイ ド ブッ ク の発行ま たは改訂回数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 令和7年度から 、 健康づく り 、 予防接種について、 「 保健福祉ガ
イ ド ブッ ク ～健康増進編～」 を 発行する 。
・ 引き 続き 、 分冊し た形で必要な福祉サービ ス を わかり やすいガイ
ド ブッ ク にし て情報を 届けていく 。

・ 「 保健福祉ガイ ド ブッ ク ～健康増進編～」 を新たに作成し たこ と によ り 、 「 保健福祉ガイ ド ブッ ク ～障がい福祉編～」 、 「 保健福祉ガイ ド ブッ ク ～高齢福祉編～」 、 「 し も つけっ子
安心子育てハン ド ブッ ク 」 の計４ つのガイ ド ブッ ク を発行し た。 ま た、 ガイ ド ブッ ク の周知を図る ため、 ホームページにガイ ド ブッ ク をま と めたページを作成する と と も に、 広報紙に
てガイ ド ブッ ク のPRを行った。 加えて、 転入者へはチラ シを配布し 、 ガイ ド ブッ ク の周知を図った。

策定委員会の
意見

誰も が安心し て暮ら せる 都市基盤の整備　 （ 計画書P59）

策定委員会の
意見

・ 行政情報は、 届けて終わり ではなく 、 住民に正し く 伝わり 、 行動につながる こ と が重要である 。 福祉や健康増進に係る 各種制度や行政サービ ス の情報を、 必要と する 人に届け、 申請
や活用など の行動につながる よ う 、 分かり やすく 伝わる ガイ ド ブッ ク の紙面づく り を行う と と も に、 ガイ ド ブッ ク の活用を促すため情報発信に努めていく 。

主な
事業の
状況

通学路安全対策の推進 安全安心課・ 教育総務課

・ 「 下野市通学路交通安全プロ グラ ム」 に基づき 、 警察署・ 道路管理者・ 教育委員会等が一堂に会し 、 危険個所の情報共有化や計画的な整備の進行管理に努めま す。
・ 登下校時の交通事故や犯罪など から 子ど も たちを守る ため、 学校関係者や保護者、 地域の人的資源を活かし たス ク ール・ ガード によ る 支援や教育委員会等によ る 青色防犯パト ロ ール
（ 自動車に青色回転灯を装備し て、 地域の防犯のために自主的に行う パト ロ ール） を実施し ま す。

ス ク ールガード ボラ ン ティ ア 数（ 教育総務課）

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 児童数の減少(R3:3 ,161名、 R6:2 ,955名。 5/1時点)に伴い、 ボラ ン ティ ア数が
減少し ている ため、 ス ク ールガード の加入促進を 図る 必要があ る 。
・ 継続的に通学路の安全を 確保する ため、 通学路安全推進会議において、 通学
路安全対策の改善・ 充実を 検討し ていく 。

・ 通学路安全推進会議を開催し 、 関係機関と の連携によ る 通学路の安全対策を図っ た。
・ 各小学校・ 義務教育学校前期課程で募集する ス ク ールガード ボラ ンティ アに対し 、 防犯ベス ト の配布によ る 支援を行った。 新入生に防犯ホイ ッ ス ルを 配布し た。
・ 12月に8日間、 教育委員会によ る 青色防犯パト ロ ールを 実施し た。
・ 各学校と 協力し 、 ス ク ールガード ボラ ンティ ア加入促進を図る 。

・ 児童数の減少(令和3年度:3,161名、 令和7年度:2,946名。 5/1時点)に伴い、 ボラ ンティ ア数が減少し ている ため、 ス ク ールガード の加入促進を図る 必要がある 。
・ 保護者のボラ ンティ ア加入率(参加者/児童数)も 令和3年度： 15.3％から 令和7年度： 13.0％と 減少傾向にある ため、 制度の周知理解を図る 。
・ 継続的に通学路の安全を 確保する ため、 通学路安全推進会議において、 通学路安全対策の改善・ 充実を検討し ていく 。

成果指標 災害時、 緊急時の協力体制ができ ていないと 思う 割合

具体的取組

地域における 防災力の強化　 （ 計画書P58）

主な
事業の
状況

自主防災組織の設立及び活動に対する 支援 安全安心課

・ 災害発生時に住民同士が助け合う 「 互助・ 共助」 を円滑に行う ため、 主に自治会を最小単位と し た自主防災組織の設置を促進し 、 ま た、 自主防災組織が行う 研修や訓練など に対し 支
援を行いま す。
・ 平成23年度に制定し た下野市自主防災組織活　 動補助金の交付要綱に基づき 、 自主防災組織設置促進、 地域の防災力向上のために補助金を交付し ま す。

自主防災組織数

実績
前年度の

課題と 方向性

自主防災組織の新規設置のため、 ま ちづく り リ ク エス ト 講座や防災講話に注力
し 、 地域での自主防災組織設立の機運が高ま る よ う 啓発を 続けている 。 既に設
置済みの自主防災組織に対し ても 、 継続的な活動のため、 市と 合同での防災訓
練等を 計画する など 積極的な支援を し ていき たい。

・ 令和7年度に新規設立し た自主防災組織はなかった。
・ 互助や共助の重要性や自主防災組織の役割など を自治会長会議で説明する ほか、 ま ちづく り リ ク エス ト 講座や公民館講座など の防災講話でも 説明し ており 、 令和7年度は15回実施し
た。 設置済みの自主防災組織に対し ては、 県が実施する 自主防災組織リ ーダー研修や避難所運営研修の受講を呼びかける など し た。

・ 自主防災組織への理解を 深めても ら う ため、 ま ちづく り リ ク エス ト 講座や防災講話の際に、 その重要性や役割を説明し 、 自主防災組織設立の機運が高ま る よ う 啓発を 続ける 。
・ 自主防災組織を設立し た団体に対し ては、 継続し た活動が行える よ う 、 訓練や研修会等の参加を呼びかける など の支援を行う 。

・ 自主防災組織の設立や運営に対する ハード ルが低く 感じ ら れる よ う なチラ シ等の資料を作成し 、 防災講話や窓口で配布を行う 。

基本目標 ２  支え合いの輪が広がる 地域づく り

施策 ４ 　 安全・ 安心な地域の推進



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

44 .8％ 目標値 55 .0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
未実施 目標値 年６ 回

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

未実施 未実施 1回 9回 7回 3回～

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
2 ,100人 目標値 3 ,000人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

395人 348人 372人 132人 127人 140人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年１ 回 目標値 年１ 回以上

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

1回 1回 1回 1回 1回 1回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 在宅医療、 介護に関わる 関係者（ 医師、 歯科医師、 薬剤師、 病院連携室相談員、 退院支援担当者、 病棟看護師、 リ ハビ リ 職、 ケアマネジャ ー、 訪問看護師、 介護サービ ス 事業者等介
護関係者等） を 対象に、 多職種研修会を開催する 。
・ 研修会実施後に実施し たアンケート 結果等を参考に、 日程・ 内容を調整する 。

・ 令和9年3月上旬に実施を予定する 。

推進委員会の
意見

8

福祉分野の連携によ る 分野横断的な支援の提供　 （ 計画書P61）

主な
事業の
状況

地域ケア会議事業 高齢福祉課

・ 地域ケア個別会議及び自立支援型地域ケア会議の開催を通し て、 個別課題へのマネジメ ント の充実を図り ま す。
・ 地域ケア推進会議を 通し て、 地域課題を確認し 、 社会資源の創出や政策形成へと つなげま す。

地域ケア推進会議の開催回数

実績
前年度の

課題と 方向性
今後も 出席者同士の意見交換等によ り 、 地域課題及び社会資源、 各
事業について理解を深めていく 。

・ 令和8年3月16日実施。 本市の現状や各事業の実績報告や地域課題等について協議し た。

策定委員会の
意見

包括的な支援体制の構築に向けた多様な主体によ る 連携の推進  　 （ 計画書P60）

策定委員会の
意見

・ 今後も 意見交換を通し て地域課題及び社会資源、 各事業について理解を深めていく 。

主な
事業の
状況

多職種研修の実施 高齢福祉課

・ 多職種が医療・ 介護連携をはじ め多様な地域課題への対応に向けた、 ス ムーズな連携、 相互の専門性や役割を学ぶ機会と し て、 多職種研修会を開催し ま す。

多職種研修会の延べ参加者数（ ５ か年累計）

実績
前年度の

課題と 方向性
在宅医療介護の連携を 推進する ために、 多職種の顔の見える 関係づ
く り や充実し た研修を 行っ ていく 。

・ 在宅医療、 介護に関わる 関係者（ 医師、 歯科医師、 薬剤師、 病院連携室相談員、 退院支援担当者、 病棟看護師、 リ ハビ リ 職、 ケアマネジャ ー、 訪問看護師、 介護サービ ス 事業者等介
護関係者等） を 対象に、 多職種研修会を開催。
①令和7年9月16日　 介護現場における ハラ ス メ ント 対策（ 72人）
②令和7年12月17日　 身寄り のない高齢者への支援（ 55人）

・ 研修会実施後に実施し たアンケート 結果等を参考に、 多職種間の連携をさ ら に円滑に進めら れる よ う 、 研修内容や実施方法について検討し ていく 。

成果指標 様々な悩みや困難を 抱える 方にと っ て暮ら し やすいま ちだと 思う 割合

具体的取組

【 重点】 　 地域課題に取り 組む多職種の連携体制の充実　 （ 計画書P60）

主な
事業の
状況

多機関協働事業【 新規】 社会福祉課

・ 包括的に受けた相談の中で、 課題が複雑化し ている など 解決が困難なケース について、 関係者や関係機関の役割を整理し 、 支援のプラ ンや方向性を検討する こ と で、 多機関によ る 連
携のも と 解決に向けて取り 組める よ う に調整を行う 役割を担いま す。

地域課題解決に向けた多機関協働によ る 会議の開催回数

実績
前年度の

課題と 方向性

令和7年度から は、 固定メ ン バーを 構成員と し た重層的支援会会議（ 全体会）
を 年2回開催し 、 ケ ース に関わる 公的機関（ 福祉部門） と 民間団体を 構成員と
し た重層的支援会議（ 個別） を 随時開催し ていき たい。 ま た、 社会資源の充足
状況の把握と 創出に向け検討し 、 出口支援に向けて、 民間を 交えたネッ ト ワ ー
ク の強化を 図っ ていき たい。

・ 重層的支援会議（ 全体会） を2回開催し 、 関係機関同士の連携強化の推進や支援プラ ンの適切性の協議・ 支援プラ ンのモニタ リ ングを行った。 重層的支援会議（ 個別） を 4回開催
し 、 個別ケース の対応を検討し て各支援者の役割分担を行った。 令和７ 年度から の取り 組みと し て、 支援体制推進会議を1回開催し 、 参加支援の繋ぎ先と なる 社会資源の創出につい
て、 民間団体を 交えて協議し た。

・ 庁内外の支援者が多機関協働事業を利用し ながら 連携し て対応でき る よ う 、 重層的支援会議において関係機関同士の意識の共有や対応力の向上を図る 。 ま た、 出口支援に向けた社会
資源の創出のため、 支援体制推進会議で官民連携のネッ ト ワ ーク づく り を推進し ていく 。

・ 重層的支援会議（ 全体会） ： 定例の2回開催、 重層的支援会議（ 個別） ： 適宜開催、 支援体制推進会議： 1回開催

基本目標 ３  地域共生社会を実現する 仕組みづく り

施策 １ 　 分野間の連携によ る 総合的・ 包括的な福祉の提供



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

0 目標値
以下の７ 種で
いずれも 増加

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
未整備 目標値 整備

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

未整備 未整備 整備 整備 整備 整備

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年６ 件 目標値 年48  件

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

4件 40件 51件 50件 46件 48件

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
73,000件 目標値 85,000件

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

15,142件 17,233件 17,847件 15,908件 16,208件 16,500件

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 引き 続き 、 関係機関と 連携を図り ながら 相談対応をし ていく 。

・ 広報紙等で引き 続き 相談窓口と し ての周知を行う 。
・ 連絡会議や運営協議会を開催し 、 課題や改善についての方法をと も に探る ために評価や検討を行う 。

策定委員会の
意見

9

0

主な
事業の
状況

地域包括支援セン タ ー運営 高齢福祉課

・ 相談窓口と し ての周知の推進や、 困難事例についての検討、 介護予防ケアマネジメ ント の推進等を 通し て、 相談支援の充実を図り ま す。

総合相談件数（ ５ か年累計）

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 高齢者の様々な悩みに関する 相談窓口と し て周知を 継続する 。
・ 相談内容の複雑多様化に対応する ため、 今後も 関係機関と 連携強
化を 図っ ていく 。

・ 市内3か所の地域包括支援センタ ーでの相談対応に加え、 高齢福祉課基幹型地域包括支援センタ ーにおいても 専門職を 配置し 、 相談支援体制の充実を図っている 。 ま た、 相談内容の
多様化に伴い、 必要に応じ 地域ケア個別会議を開催し 、 地域住民や庁内の関係部署と も 連携を図った。

策定委員会の
意見

個別分野における 相談支援の強化と 連携　 （ 計画書P63）

策定委員会の
意見

・ 高齢者の様々な悩みに関する 相談窓口と し て周知を継続する 。
・ 複雑化・ 複合化し た相談ニーズに対応する ため、 関係機関と の連携強化を図り 体制を整備し ていく 。

主な
事業の
状況

障がい児者相談支援セン タ ー運営 社会福祉課

・ 障がいのある 方はも ちろんのこ と 、 その家族、 ま たは生活を支援し ている 方など にと っての地域の相談窓口と なり ま す。
・ 定期的なケース 検討会議を開催する ほか、 複雑化し たケース など においては、 相談支援事業所への指導・ 助言を 行いま す。

相談支援事業所に対する 専門的な指導・ 助言件数

実績
前年度の

課題と 方向性
相談支援事業所から の相談の場と し て、 毎月実施し ている 受理ケ ー
ス 会議を 活用でき る 旨を 関係機関へ周知継続する 。

・ 障がい児者相談支援センタ ーにて、 障がい者本人およ びその家族、 地域住民等から の障がいに関する 相談に対応する ための相談窓口を開設し ている 。
・ 基幹相談支援センタ ーでは、 対応困難な複雑な案件について支援者が相談でき る よ う 、 受理ケース 会議や個別支援会議を実施し ている 。 ま た、 地域の相談支援事業者の人材育成の支
援と し て、 相談支援事業者連絡会を開催し ている 。

・ 相談支援事業所から の相談の場と し て、 毎月実施し ている 受理ケース 会議を活用でき る 旨を関係機関へ周知継続する 。
・ 令和6年度から 基幹相談支援セン タ ーの主任相談支援専門員が初任者研修修了者を対象にフ ォ ロ ーアッ プ研修を個別に実施し ている 。 今後も 相談支援専門員の知識と 技術の向上に努
めている 。

成果指標 相談や手助けが必要なと き に頼みたいと 思う 割合

具体的取組

【 重点】 　 分野を 問わない相談支援の充実　 （ 計画書P62）

主な
事業の
状況

分野を 問わない相談体制の整備【 新規】 社会福祉課

・ 相談する 方の属性、 世代、 相談内容に関わら ず相談を受け止める 体制を整備し ま す。
・ 受け止めた相談のう ち、 単独の支援機関では対応が難し い複雑化・ 複合化し た事例については多機関協働事業につなぐ こ と で解決を 図り ま す。

分野を 問わず相談を 受け止める 体制の整備

実績
前年度の

課題と 方向性
相談者の複合・ 複雑化し た支援ニーズを 把握し 、 他分野の相談支援
機関と 連携し 、 包括的支援が行える よ う な体制整備を 図っていく 。

・ 令和5年10月よ り 「 福祉ま る ごと 相談窓口」 を社会福祉課内に開設し 、 ひき こ も り やヤン グケアラ ーと いっ た「 制度の狭間」 のケース など 、 ど こ に相談し たら よ いか分から ない困り
ごと を受けと め、 課題解決に向けたサポート をし ながら 、 つながり 続ける 伴走型支援を行った。 相談者が抱える 課題に応じ て、 適切な支援機関に繋ぎ連携し ながら 対応し た。

・ 相談者の属性・ 世代を問わず、 相談を受け止め、 関係支援機関と 連携し ながら 、 課題解決型・ 伴走型の支援を行っていく 。 複雑・ 複合な課題のケース については、 多機関協働事業に
つなぎ、 解決を 図っていく 。

・ 引き 続き 、 福祉ま る ごと 相談窓口で相談を受けと め、 課題解決型と 伴走型の二つの支援を継続し ていく 。

基本目標 ３  地域共生社会を実現する 仕組みづく り

施策 ２ 　 総合的な相談体制の充実



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

7 .6％ 目標値 20 .0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
未掲載 目標値 年２ 回

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

1回 2回 3回 2回 3回 3回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
38人 目標値 ０ 人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

7人 7人 7人 7人 8人 0人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年350 回 目標値 年350 回

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

509回 517回 575回
（ 297世帯）

452回
（ 272世帯）

482回
（ 290世帯）

507回
（ 286世帯）

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 地域自殺対策ネッ ト ワ ーク 協議会を ７ 月、 令和９ 年２ 月に開催予定。 令和7年度ま での評価と 令和8年3月に策定し た自殺対策計画の取り 組みと 評価について確認す
る 。

・ 学校訪問時ま た児童福祉関係機関から の情報提供によ り 、 養育支援が必要な家庭等を訪問し 、 保護者の育児・ 養育に関する 相談・ 支援を行う 。
・ 乳幼児健診等で、 特に養育力を 向上さ せる 支援が必要である 家庭が判明し た際には、 家事援助、 ヘルパーの派遣を行う 。
・ 家庭訪問を実施し 、 家庭環境を 把握し 児童虐待防止や保護者の育児不安解消に努める 。

策定委員会の
意見
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虐待やいじ めなど あら ゆる 暴力の防止　 （ 計画書P65）

主な
事業の
状況

養育支援家庭訪問事業 こ ど も 家庭センタ ー「 ふわり 」

・ 養育支援が特に必要と さ れる 家庭を対象に、 児童虐待の防止や育児不安の解消など を目的と し てヘルパーや保健師等が訪問し 、 保護者の育児・ 家事等の養育能力を 向上さ せる ための
支援や相談支援を行いま す。

養育支援家庭への訪問回数

実績
前年度の

課題と 方向性

養育者や家庭が抱える 不安や悩みを 傾聴する と と も に改善を 目指
し 、 家事・ 育児等の子育て支援を実施する こ と で、 育児負担を軽減
し 虐待防止に取り 組んでいく 。

・ 学校訪問時ま た児童福祉関係機関から の情報提供によ り 、 養育支援が必要な家庭等を訪問し 、 保護者の育児・ 養育に関する 相談・ 支援を行った。
・ 乳幼児健診等で、 特に養育力を 向上さ せる 支援が必要である 家庭が判明し た際には、 家事援助、 ヘルパーの派遣を行った。
・ 家庭訪問を実施する こ と で、 家庭環境を把握でき 、 児童虐待防止や保護者の育児不安解消に繋がっ た。

策定委員会の
意見

自殺対策の推進　 （ 計画書P64）

策定委員会の
意見

・ 養育者や家庭が抱える 不安や悩みを傾聴する と と も に改善を目指す。
・ 家事・ 育児等の子育て支援を実施する こ と によ り 、 育児負担を軽減し 虐待防止に取り 組んでいく 。

主な
事業の
状況

地域自殺対策ネッ ト ワ ーク 協議会 健康増進課

・ 関係機関並びに民間団体等と ネッ ト ワ ーク づく り を行い、 自殺対策計画に基づいた各種施策の進捗状況の評価・ 検討を行いま す。

自殺者数（ ５ か年累計）

実績
前年度の

課題と 方向性

自殺者数は横ばい傾向である 。 自殺の背景には精神保健上の問題だけでな く 、 様々な社会的要
因ある こ と が知ら れて いる た め、 庁内及び関係機関と の連携を 強化し 、 自殺対策を 推進し てい
く 。 ま た、 2024年下野市における 20歳未満の自殺者数は0人である が、 全国の小中高生の自殺
者数は統計のある 1980年以降で過去最多と なっ た 状況から 若い世代の自殺対策強化に取り 組む
必要がある 。 今年度も 引き 続き 学校関係者、 市民、 市職員向けにゲ ート キ ーパー養成講座を 実
施し 、 悩んでいる 人に気付き 、 声を かけ、 話を 聞いて必要な 支援につなげら れる よ う 見守る 人
材を 育成し て いく 。

・ 医療、 福祉、 教育、 地域、 市民代表、 学識経験者など で構成さ れる ネッ ト ワ ーク 協議会を 年2回開催し 、 自殺対策計画の進捗状況の確認・ 情報共有を 行い、 今後の取
り 組み状況について協議する 。

・ 自殺対策基本法が平成18年に施行さ れて以降、 我が国の自殺者の総数は減少傾向にある が、 近年、 こ ど も の自殺者数は増加傾向が続いている 。
・ 令和6年の児童生徒の全国の自殺者数は、 過去最多と なった（ 平成30年以降、 約43％増・ 最も 数が少なかった平成5年と 比べ約2.7倍） 。
・ こ う し た状況に対応する ため、 自殺対策基本法の一部を改正する 法律が 令和7年6月11日公布さ れこ ど も に係る 自殺対策を推進する ための体制整備・ 措置について強化さ れた。 ま
た、 令和8年3月に市自殺対策計画を 包含し た第4次健康し も つけ21プラ ンを策定し 、 こ ど も 、 女性、 生活困窮者への支援を新たに重点施策と し た。 今後、 ネッ ト ワ ーク 協議会で本市の
取り 組みについて協議し ていく 。

成果指標 生活困窮者自立支援制度を 知っ ている 割合

具体的取組

分野横断的な生活困窮者支援の推進　 （ 計画書P64）

主な
事業の
状況

生活困窮者自立支援事業 社会福祉課

・ 生活困窮者が抱える 多様で複合的な問題について相談に応じ 、 必要な情報提供及び助言を行う と と も に、 様々な支援を一体的かつ計画的に行う こ と で自立し た生活に向けた支援を行
いま す。

各種広報紙への制度の周知に関する 内容の掲載回数

実績
前年度の

課題と 方向性
生活困窮者の相談先と し て多く の市民に知っても ら う 必要がある た
め、 引き 続き 各種広報誌へ制度内容について掲載を 図っ ていく 。

・ 下野市社会福祉協議会へ委託し ている 「 生活困窮者自立相談支援事業」 （ さ さ えーる ） について、 社会福祉協議会の広報誌「 し も つけ社協だよ り 」 令和7年5月、 7月、 令和8年3月発
行分の計3回事業内容等を掲載し た。
・ なお、 関連広報と し て、 さ さ えーる で行っている 「 フ ード ド ラ イ ブ事業」 について、 社会福祉協議会の広報誌「 し も つけ社協だよ り 」 令和7年9月、 令和8年1月、 3月発行分及び市の
広報誌「 広報し も つけ」 令和7年7月、 10月、 令和8年1月発行分の計6回事業内容等を 掲載し た。

・ 生活困窮者の相談先と し て多く の市民に知っていただく 必要がある ため、 引き 続き 各種広報誌へ制度内容について掲載する 。

・ さ さ えーる について、 社会福祉協議会の広報誌「 し も つけ社協だよ り 」 に3回／年掲載

基本目標 ３  地域共生社会を実現する 仕組みづく り

施策 ３ 　 多様な地域課題に分野横断的に対応する 体制の充実　 （ シート １ 枚目）



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

7.6％ 目標値 20.0％

④

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
4,600人 目標値 5,000人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

4,646人 4,705人 4,456人 4,257人 4,860人 4,860人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

11

策定委員会の
意見

成果指標 生活困窮者自立支援制度を 知っている 割合

具体的取組

地域の災害対策への支援の推進　 （ 計画書P65）

主な
事業の
状況

避難行動要支援者支援事業 高齢福祉課・ 社会福祉課

・ 障がい者や高齢者など 、 災害時や緊急時に自力で避難する こ と が困難な方々に対する 支援活動及び安否確認を ス ム ーズに行える よ う 、 対象者の同意に基づいた登録制の名簿（ 避難
行動要支援者名簿） や個別避難計画を 作成し ま す。

避難行動要支援者名簿への登録者数

実績
前年度の

課題と 方向性
今後も 調査時に同意する ・ し ないの回答を 必須と し 、 返信のない方
の対応を検討し ていく 。

・ 令和7年12月31日時点で要介護3以上の在宅の方で、 名簿に登録し ていない方を 対象に令和8年2月に名簿登載に関する 調査を 行っ た。 その際、 同意する ・ し ないの回答を 必須と し
た。

・ 対象者のう ち同意の確認ができ ていない方（ 返信がない方） への対応と 対象者の個別避難計画の作成。

・ 災害時に備え、 名簿情報の更新を 随時行う 。 新規の名簿登録対象者に意向調査を 行い、 名簿の登録を 行う 。

基本目標 ３  地域共生社会を実現する 仕組みづく り

施策 ３ 　 多様な地域課題に分野横断的に対応する 体制の充実　 （ シート ２ 枚目）



【 シート １ 】 第４ 章 地域福祉計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

78.0％ 目標値 90.0％

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
未整備 目標値 整備

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

未整備 未整備 未整備 整備 整備 整備

実施
内容

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年１ 人 目標値

【 修正】 年３ 人⇒
年８ 人

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

3人 7人 8人 6人 10人 11人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
年19,127人
（ R4修正）

目標値
年23,500人
（ R4修正）

R3
（ 参考）

R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

19,127人 19,329人 17,827人 16,442人 22,206人 23,000人

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

・ 就労を 希望する 障害者が、 特性を 理解し 、 適切な就労先につながる よ う 就労支援事業所と 連携し て継続的に支援する 。

・ AIを 活用し た配車シ ス テ ム を 活用し 、 効率的なデマ ン ド 運行を 実施する 。
・ 分散利用の呼びかけや、 WEB予約の活用促進のた め、 高齢者サロ ン 等に出向き デマン ド 講座を 実施する 、

策定委員会の
意見
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移動支援の推進　 （ 計画書P67）

主な
事業の
状況

デマンド 交通事業 都市政策課

・ 乗合タ ク シー等を 運行する こ と によ り 、 自宅から 公共施設等への移動手段の確保を 図り ま す。
・ AI（ 人工知能） を 活用し た配車シス テ ム の活用等によ り 、 効率的な運行を 実施し ま す。

デマンド 交通の延べ利用者数

実績
前年度の

課題と 方向性

登録者数の増加や利用時間が平日午前中に集中する こ と によ り 、 希望の時間に
予約がと り にく く なっ たこ と が、 利用者数の減少に繋がっ た1つの要因と 思われ
る 。 今後、 利用者の利便性と 満足度の向上を 図る ため改善と 工夫が必要と な
る 。

・ AIを 活用し た配車シ ス テ ム の活用によ り 、 効率的な デマン ド 運行を 実施し た。 ま た、 主要目的地であ る 市内医療機関へデマン ド 交通の利用サポート やポス タ ー掲示を 依頼する 等、 関
係機関と 連携する こ と で利用者数増加につながっ た。

策定委員会の
意見

高齢者・ 障がい者等の就労支援の推進　 （ 計画書P66）

策定委員会の
意見

・ 引き 続き AIを 活用し た配車シス テム の活用等によ り 、 効率的な運行を 実施する 。
・ 利用者数増加に向け、 関係機関と 連携し デマン ド 交通の利用を 促進する 。

主な
事業の
状況

就労移行支援事業 社会福祉課

・ 一般企業等への就労を 希望する 障がい者を 対象と し 、 一定期間、 就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を 行いま す。

福祉施設から 一般就労への移行者数

実績
前年度の

課題と 方向性

市内には就労移行支援事業所は2か所のみで、 令和７ 年度以降は新たに「 就労選
択支援」 が開始さ れる にあたり 、 就労移行支援事業所が１ か所と なる 予定で
す。 障がい者の能力に合わせて自己選択ができ る よ う 相談支援事業所及びサー
ビ ス 提供事業所と の連携・ 調整を図り 、 適切にサービス が提供さ れる よ う に努
めま す。

・ 一般企業等への就労を 希望する 障がい者を 対象に、 就労移行支援事業を 利用し 就労に必要な能力を ア セス メ ン ト し 必要な 訓練を 行いま し た。 令和7年10月開始の「 就労選択支援」 に
おいては、 よ り 具体的に就労における ア セス メ ン ト ができ 適切な就労先を 選択でき る よ う になっ て いま す。

・ 障がい者の能力に合わせて自己選択ができ る よ う 相談支援事業所及びサービ ス 提供事業所と の連携・ 調整を 図り 、 適切にサービ ス が提供さ れる よ う に努めま す。

成果指標 就労ま たは地域活動のいずれかを し ている 人の割合

具体的取組

【 重点】 　 就労や社会参加に課題を 抱える 若者等への支援の推進　 （ 計画書P66）

主な
事業の
状況

参加支援事業【 新規】 社会福祉課

・ 就労、 住ま い、 学習など多様な形での社会と のつながり や参加の支援を 行いま す。
・ 既存の仕組みでは支援が難し い、 制度の狭間で必要な支援に結びついていない方への参加支援について検討を推進し ま す。

就労や社会参加につながる 新たな仕組みの整備

実績
前年度の

課題と 方向性

今後も 、 制度の狭間で必要な支援に結びついていない方への参加支援に繋がる
よ う 、 当法人（ 栃木県若年者支援機構） が有する 社会資源及び官民連携のネッ
ト ワ ーク 会議を 活用し た出口支援に努めていく 必要がある 。

・ 一般社団法人栃木県若年者支援機構への業務委託によ り 、 必要な支援につながれていな い方への「 ア ウ ト リ ーチ等を 通じ た継続的支援事業」 と 社会参加のための「 参加支援事業」 を
一体的に実施し た 。 支援対象者のニーズに応じ て当法人が有する 社会資源を 活用し 、 中間的就労に繋げた。 出口支援のための社会資源を 検討する 場と し て、 官民連携のための「 支援体
制推進会議」 を 開催し た 。

・ 重層的支援体制整備事業の一部と し て、 引き 続き 「 ア ウ ト リ ーチ等を 通じ た継続支援事業」 「 参加支援事業」 を 実施する 。 対象者のニ ーズに応じ た 社会参加の場が不足し ている た
め、 重層的支援会議や支援体制推進会議において庁内連携・ 官民連携を 進めながら 、 出口支援のあ り 方を 検討する 。

・ 同法人への業務委託によ り 二事業を 実施する 。 支援体制推進会議を 開催し 、 官民連携によ り 出口支援ができ る よ う なネッ ト ワ ーク づく り を 図る 。

基本目標 ３  地域共生社会を実現する 仕組みづく り

施策 ４ 　 誰も が活躍でき る 環境の整備



【 シート ３ 】 下野市成年後見制度利用促進基本計画　 進捗状況等確認シート

現状値
（ 策定時）

35.1% 目標値 45.0%

現状値
（ 策定時）

37.2% 目標値 45.0%

①

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時） 年９ 件 目標値 年14件

R3 R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

７ 件 ３ 件 ８ 件 ５ 件 ２ 件 ２ 件

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

②

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時）
15件 目標値 18件

R3 R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

１ 件 １ 件 ３ 件 １ 件 １ 件 １ 件

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性

③

事業名 担当課

事業
概要

指標
現状値

（ 策定時） 未設置 目標値 年２ 回

R3 R4 R5 R6 R7
R8

（ 見込み）

未設置 １ 回 ２ 回 ２ 回 ２ 回 ２ 回

実施
内容

R7年度

実施
予定

R8年度

次期計画
への課題
と 方向性
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・ 「 成年後見制度利用促進協議会」 を年2回開催予定。
・ 制度の利用促進に関する 現状や課題について意見交換や情報共有を 行っていく 。

権利擁護支援の必要な人の発見・ 支援

基本目標 １ 　 適切な成年後見制度利用につながる 地域づく り

２ 　 制度利用によ って権利を守る 体制作り

３ 　 関係機関が連携し て権利擁護に取り 組む仕組みづく り

成果指標 ①　 成年後見制度の認知度（ 内容も 知っている 割合）

②　 成年後見制度を利用し たい割合

具体的取組

主な
事業の
状況

成年後見制度なんでも 相談会 高齢福祉課・ 社会福祉課・ 社会福祉協議会

・ 地域包括支援セン タ ーや障がい児者相談支援センタ ー、 社会福祉協議会に配置さ れている 社会福祉士等が、 成年後見制度に関する 相談を引
き 受けま す。

成年後見制度なんでも 相談会の相談件数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ なんでも 相談会の開催日に都合が合わない方も 多く いる ので、 随
時相談にて対応し ている 。 複雑・ 高度化し ている 相談内容につい
て、 専門職（ 弁護士・ 司法書士・ 社会福祉士等） や関係職種と 協力
し ながら 相談を 進めていく 。

・ 令和7年度は成年後見制度なんでも 相談会を 12回開催し 、 2件の相談があった。
【 開催場所】 南河内地区： 3回、 石橋地区： 3回、 国分寺地区6回
【 相談内容】 知的障がいのある 子ど も の今後のために制度を知り たい。 友人に認知機能低下の疑いがあり 制度を 知り たい。

・ なんでも 相談会の開催日に都合が合わない方も 多く おり 、 相談会の相談件数は年々減っ ている 状況だが、 随時相談対応し ている 。 今後実施
方法等を 検討し ていく 必要がある 。
・ 相談内容が複雑・ 高度化し ており 、 必要に応じ 専門職（ 弁護士・ 司法書士・ 社会福祉士等） や関係職種と 協力し ながら 対応をし ていく 必要
がある 。

早期対応に向けた相談・ 対応体制の構築と 質の向上

主な
事業の
状況

各種相談窓口における 申立て支援 高齢福祉課・ 社会福祉課・ 社会福祉協議会

・ 判断能力の低下し た身寄り のない方等への市長によ る 申立ての手続き や、 低所得者等を 対象と し た成年後見人等への報酬助成を 行いま す。
・ 申立ての手続き に不安がある 親族等に対し て、 申立てに向けた支援を行いま す。

市長によ る 成年後見等の審判の申立て件数（ ５ か年累計）

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 申立てに至る ま での対応について、 各機関の役割分担が上手く い
かないと こ ろがあり 手続き が難航し たケース があっ た。 今後も 適切
な制度利用に向けて、 関係機関と の連携を行いつつ、 制度利用の必
要性の整理・ 他の社会資源の利用の可能性を 探り 、 対応方法の協議
が必要と 思われる 。

・ 令和7年度は1件の市長申立てを実施し た。 申立て前に三士会(弁護士、 司法書士、 社会福祉士)を含む多数の関係者が参加する 「 受任候補者調
整会議」 を開催し 、 対象者にと っ て適切な後見人等の選任に向けた検討を行っ た。

・ 市長申立ての対応に関し て、 今後も 適切な制度利用に向けて関係機関と の連携を図っていく 必要がある 。
・ 過去の市長申立て対象者を みる と 、 障がい者の申立て件数が少ないが、 引き 続き ニーズに応じ た対応を行っ ていく 。 ま た、 障がい者やその
家族、 障がい分野の関係機関等を 対象と し た周知・ 啓発活動についても 引き 続き 行っ ていく 。

策定委員会の
意見

・ 令和8年度は成年後見制度なんでも 相談会を 年12回、 ゆう ゆう 館にて実施予定。
・ 相談会以外にも 随時相談対応を 行っていく 。

・ 市長申立てに関し て、 関係機関と 連携し ながら 必要に応じ て対応を 行っていく 。

策定委員会の
意見

地域連携ネッ ト ワ ーク によ る 成年後見制度利用促進

主な
事業の
状況

関係機関の連携・ 協力に向けた協議会の設置及び開催 高齢福祉課・ 社会福祉課・ 社会福祉協議会

・ 成年後見制度の利用が必要な方が制度を 利用でき る よ う 、 権利擁護支援の地域連携ネッ ト ワ ーク 構築に向けて協議会を設置し ま す。
・ 増加が見込ま れる 成年後見制度利用に備え、 法人後見の利用体制強化に努めま す。

地域連携ネッ ト ワ ーク 構築に向けた協議会の開催回数

実績
前年度の

課題と 方向性

・ 協議会の中で成年後見サポート センタ ーでの相談事例をあげ、 事
例検証を 通し て見えてき た対応の課題について検討を 行ったが、 今
後も 、 制度の利用促進に関する 現状を 把握し 、 課題について共通認
識を 図っ ていく 。

・ 令和7年5月及び令和8年2月に「 成年後見制度利用促進協議会」 を 開催し た。 「 下野市成年後見制度利用促進基本計画」 の取組状況など を確
認し たほか、 制度の利用促進に関する 現状や課題について、 活発に意見交換を 行い情報共有を図っ た。

・ 成年後見制度の利用促進に向けて、 専門職と 関係機関において顔の見える 関係性が構築さ れてき ており 、 関係分野における 課題の共有や制
度の利用促進の取り 組みを検討し ている 。 今後も 活発に意見交換のでき る 場と し て協議会を 開催し ていく 。

策定委員会の
意見


